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1970年 2月 14日生まれ Ａ型 48歳 逗子市沼間 1－8－2 

略歴: 沼間小卒業・逗子中卒業・私立横浜商工高等学校卒業（有）匂坂畳店入社  

逗子市商工会青年部部長・逗子葉山青年会議所理事長・逗子葉山建設組合青年部長

沼間小ＰＴＡ会長・逗子市ＰＴＡ連絡協議会会長・神奈川県ＰＴＡ協議会常任理事 

家族構成: 妻と長女(大学 2年) 次女(中学 2年)長男(小学 6年)   

基地対策特別委員長、予算・決算特別委員長、議会運営委員会委員長 

総務常任委員長  現在 三期目 教育民生常任委員長 所属会派 市政クラブ 

 

第３回定例会が９月３日～２８日に行われまし

た。今定例会では、平成29年度逗子市一般会計、

４特別会計歳入歳出決算の認定 の議案が上程され、可決（認定）されました。その他の主な議案は、

平成30年度の一般会計補正予算が提出され、可決されました。主な内容は、30年8月31日をもって市

立小中学校清掃業務委託契約を解除し9月1日以降の新たな契約を締結することに伴い、その予算措置、

市役所前横断歩道への信号機新設に伴う道路管理者が負担すべき経費(可決)、その他、逗子市都市公

園有料化の公園施設の指定管理者の指定にについて(可決)、逗子市立体育館の指定管理者の指定につ

いて(可決)、逗子市議会議員及び逗子市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部改

正について(可決)、逗子市手数料条例の一部改正について(可決)、逗子市国民健康保険条例の一部改

正について(可決)、逗子市消防団員の任免服務等に関する条例等の一部改正について(可決)、逗子市

火災予防条例の一部改正について(可決)、その他、決議案、陳情の審議がされました。 

 

                  

健全な財政運営の原則である収支の均衡及び財政構造の弾力性についての比率の推移 

財 務 比 率 の 推 移 

 実質収支比率 経常収支比率 公債費比率 財政力指数 

平成29年度 ６．８％ ９７．７％ ９．４％ ０．８７１ 

平成28年度 ３．９％ １０１．５％ １０．２％ ０．８７２ 

平成27年度 ８．９％ ９６．４％ ７．５％ ０．８６４ 

 

実質収支比率：標準財政規模に対する割合。一般的には3～5％が望ましいとされている。 

経常収支比率：経常一般財源に対する経常的経費の割合。 

一般的には70～80％が望ましいとされている。 

公債費比率： 経常一般財源に占める公債費の一般財源所要額の比率。 

一般的には10％以内が望ましいとされている。 

財政力指数： 財政上の能力を示す指数。この指数が1を超えるほど財源に余裕がある。 

経常収支比率は、経常一般財源等 12,411,138 千円に対し、経常的経費充当一般財源 12,154,930 

千円で、97.7％(前年 101.5％)となっている。経常収支比率は、前年度と比較して 3.8 ポイント 

下回っていますが、依然として高い水準です。極めて硬直化した財政状況となっています。 



  

 

今定例会で、財政対策プログラムの３１年度 

方針検討状況の中間報告がありました。 

 

○市民活動支援補助金交付事業 

○市民活動推進システムに係る 

補助金等審査委員会経費 

○社会参加・市民活動ポイント(ＺＥＮ) 

システム運用事業 

○交通整理員設置事業 

○親子の遊び場支援事業 

 

その他の財政対策プログラム対象事業は、事業

休止の継続、事業費縮小については継続削減等 

復帰する事業はひとつもありません。 

大阪北部地震で、小学校のブロック塀が倒壊して

児童が死亡した事故を受けて、現在、多くの自治

体で、ブロック塀撤去補助制度を実施していま

す。大地震災害時に、ブロック塀の倒壊により、

通学路の安全確保、また緊急車両等の通行の妨げ

にもなります。市は、市立小学校の半経約２５０

メートル以内の通学路に、建築基準法施行令に抵

触する可能性があるブロック塀の有無について

の実態調査を終え、結果を取りまとめます。 

 

 

 

本市としても、危険な 

ブロック塀への対策と 

して、ブロック塀撤去 

補助制度を設けるべき、 

と今定例会の一般質問 

で提案、市長は国庫補 

助制度を活用し、調査 

結果を踏まえて、どう 

いう制度設計が適切か 

を検討していくとの 

答弁がありました。 

 

小学校の多くの保護者の方々から復活の要望が

あがっていた交通整理員設置事業、市が廃止の

方針を決定した。８箇所中、３箇所については、

信号機の設置要望等、代替手段を検討しますが、

他の箇所は具体の検討もしない方針。現段階で

の廃止決定はあまりにも早いと考え、今定例会

の一般質問で廃止しないよう求めました。 

 

 

平井市長は、自治体の貯金に当たる財政調整基金が９億円に回復し、「財政の危機は脱した」と宣

言いますが、財政対策プログラムによって、多くの事業が廃止、休止、縮小されています。今後、

市税収入の減少、社会保障費の増額、公共施設の老朽化対策等、課題は山積しています。財政再建、

財政健全化はこれからです。今後の自治体運営には、新たな発想、経営感覚が求められます。私は、

実業家として長年培ってきたビジネスの経験のある、前商工会長の桐ケ谷覚氏を応援しています。 
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